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要旨
　同族会社の行為・計算の否認規定は課税要件の明確化を要請する課税要件明確主義、すな

わち、課税要件法定主義に反するから廃止しなければならない。法人税の負担を「不当に減

少させる」結果となると認められる具体的態様を明らかにした個別要件規定の束によって納

税者の予測可能性が保障され、もってタックス・コンプライアンスはより高次元で達成され

ることになる。
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はじめに
　税務会計学（1）の主たる研究対象は所得税務会計である。企業の所得に課せられる租税で

ある法人税は、税務会計公準として設定される会計制度依存性から明らかなように、字義ど

おり会計制度に依存して計算される。会計上、法人税は費用であると解されるから、企業は、

税引後の経営純利益の極大化の実現を図るため、合法性の枠のなかで、タックス・コンプラ

イアンスを徹底しながら、できるだけ法人税の負担を減少させるように行動することとなる。
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すなわち、現代の複雑な経済社会において、純経済人たる企業は、常に法人税というコスト

負担を意識して経営活動を行わなければならない。

　一方、国家の立場からすれば、財政収入確保の見地から、わが国の税収の大きな柱となる

法人税につき、常に徴収税額の極大化を企図することになる。国家が、企業の法人税という

コスト負担の減少行為を防止するためには、租税法において個別要件規定を設けることによ

り、あらかじめ、その租税回避行為に該当する具体的態様が認められないことを明文で示す

必要がある。

　しかしながら、複雑多岐にわたる巧妙な企業の租税回避行為をあらかじめ予測することが

困難であるという理由のもとに、いまだ、同族会社の行為・計算の否認規定が存置され続け

ている。これは明らかに税務会計公準として設定される租税法律主義からみても問題といえ

ることになる。税務会計公準として設定される課税の公平性に名を借りて、いまだ税務会計

制度に影響を及ぼしつづける実質課税主義、そこから生まれる「租税回避」という概念は、

批判的に検討を加えるべき対象である。元来、その概念の内容を限定することができない、

定義することができない、節税との境界線を引くことができない「租税回避」は、いわば虚

構概念であるといわなければならない。

Ⅰ．企業経営における節税の必要性
　企業規模が拡大し、株式の分散も進んだ大規模企業においては、企業経営は極めて複雑に

なり、経営者は専門的な知識と能力を必要とするようになる。したがって、大規模な企業で

あればあるほど、経営について専門的な知識や能力をもつ、いわゆる、専門経営者が、大株

主に代わって経営を担当する傾向が強くなる。このような状況は、所有と経営の分離とよば

れている。所有と経営の分離は所有者（大株主）と経営者が人格的に分離することを意味する。

　これと反対の状況にある所有と経営の一致している中小零細企業は、そのほとんどが法人

税法上の同族会社に該当する。基本的に、同族会社とは、株式会社の場合、その株主の3人

以下とこれらの同族関係者がその会社の発行済株式の50％超を所有する場合におけるその会

社をいう（法税2条10号、法税令4条5項）。同族会社は、法人税法上、諸種の不利な扱いを受

ける。たとえば、同族会社の行為・計算の否認（法税132条1項・1項1号）、特定同族会社の

留保金課税（法税67条）、利益連動給与の損金算入制度の不適用（法税34条1項3号）、使用人

兼務役員の範囲の制限（法税34条5項、法税令71条1項5号）がそれに当たる。

　これらの同族会社に対する特別規定のうち、タックス・コンプライアンスの視点からもっ

とも問題があるのは同族会社の行為・計算の否認規定である。この規定によれば、税務署長

は、同族会社の行為・計算が私法上適法なものであったとしても、法人税の負担を「不当に

減少させる」結果となると認められるものがあるときは、その行為・計算を否認して更正・

決定をすることができる。この規定の問題点について、富岡教授は次のように述べる。「かか
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る意味で、この規定は、税務署長に強大な権限を与えたものといえる。それだけに、行為計

算の否認の要件が極めて包括的かつ抽象的に表記され、著しく『法的安定性』と『予測可能性』

を欠く規定になっていることの問題は重大である」（2）。この規定によれば、法人税の負担を「不

当に減少させる」という包括的かつ抽象的な表記のもと、同族会社が、正当性があると判断

して行った節税が、不当性があるとして否認されることになる。しかも、その判断は税務署

長に一任されているから、同族会社は、常に予測不可能な不意打課税のリスクにさらされて

いる。

　ところが、同族会社においては、所有と経営の分離している会社の場合と異なり、少数の

株主のお手盛りにより租税負担を減少させるような行為や計算を行うことが可能である。し

たがって、租税負担の公平性を維持するため、同族会社の行為または計算について「不当に

減少させる」という不確定概念のもとにその否認を認めることは「不合理であるとはいいき

れない」（3）とされている（4）。同族会社は、少数の株主のお手盛りにより法人税の負担を「不

当に減少させる」ような行為や計算を行うことが可能であり「実際にもその例が多い」（5）と

いう蓋然性から不確定概念をもって課税要件を定めていることは認容されるという。

　個人事業者が法人成りし、会社の意思決定が一部の資本主の意図により左右される同族会

社と異なり、多数の資本主によって構成されている非同族会社においては、利害関係者相互

の牽制が作用するため、少数の株主のお手盛りにより租税負担を減少させるような行為や計

算を行う可能性は比較的少ないと考えられている。したがって、法人税法は、非同族会社に

ついては、その行為・計算の否認を認める規定がないことからも明らかなように、法人税の

負担を「不当に減少させる」ことはないという考え方を基本としているようである。

　しかしながら、本当に非同族会社であれば法人税の負担を「不当に減少させる」ことはな

いのか。「不当性」の存否の問題を度外視すれば、企業が法人税の負担を減少させるように行

動することは当然である。同族会社の行為・計算の否認規定の問題は、法人税の負担を「不

当に減少させる」とみるか否かは税務署長、すなわち、課税庁が判断することになっている

ということである。かりに、同族会社の行為・計算の否認規定が、その射程を非同族会社に

拡大するように改正された場合、コンプライアンス経営が徹底されていたとしても、そのも

とで合法的行為である節税を追求するはずである企業からは、その節税行為について「不当

性」があると判断されるか否かは予測不可能である。すなわち「不当性」の認められる具体

的態様を明らかにしない、いわば租税法の不備により、タックス・コンプライアンスを徹底

したくてもできない状況に置かれることになる。

　企業を納税主体という視点からみた場合、利害関係者には当然、課税庁が含まれることに

なる。利害関係者である課税庁の利益とは徴収税額の極大化にほかならない。したがって、

課税庁は企業の節税を租税回避と認定して、その行為を否認したいという心理的作用が積極

的にはたらくことになる。しかし、企業は、非同族会社であれ同族会社であれ、企業経営上、
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節税を行わなければならない。なぜなら「市場経済社会下の企業は、収益性（profitability）、

すなわち、利益の極大化を企業活動の基本に据えて、商品生産活動を行わなければならな…

い」（6）からである。

　利益の極大化は、収益の極大化と費用の極小化によってもたらされる。ドラッカー（P. F. 

Drucker）は利益について次のように述べる。「利益とは、原因ではなく結果である。マーケ

ティング、イノベーション、生産性向上の結果手にするものである。したがって利益は、そ

れ自体致命的に重要な経済的機能を果たす必要不可欠のものである」（7）。企業が将来の危険

を補填し、事業の損失を補償し、生産力を維持するためには利益が必要である。基本的に、

大企業であれ中小零細企業であれ、企業である限り、経営計画の基本として利益計画を設定

し、コスト･コントロールをしていかなければ、経営は成り立たず、企業は存続することが

できない。とりわけ、中小零細企業の主たる資金調達方法は間接金融であり、通常、金融機

関が資金融資の検討をする際において、利益の存在は重要な判断要素であるはずである。企

業は経営に必要な資金を調達し、それを投下資本として有効に運用し、その成果として利益

を獲得しそれを投資者に分配し、分配後の留保利益を資本蓄積として、さらに大きな資本の

展開として運用しなければならない。事業が継続されるには利益の存在が不可欠であり、事

業の継続・成長・発展を前提としない企業は、もとより企業たりえない。

Ⅱ．法人税の費用性
　会計上、企業にとって法人税・住民税・事業税など、所得を課税標準とする税金で当期の

負担に属する金額である法人税等は費用であると解される。武田教授によれば「多くの生産

者は、法人税を事業運営上のコストと考えている」（8）という。企業は、法人税の会計的性格

について、企業活動は国家の社会的・経済的秩序の維持を前提に行われるものであり、法人

税の支出がそのような国家サービスの対価であると考える。法人税は「強制徴収される点で

企業が任意処分しうる金額でもない」（9）ことから費用であるといってよい。

　法人税等が費用であるのか、利益処分項目であるのかについて「今日の制度会計にあって

は、所有者の立場から利益を計算しようとする資本主理論の立場に立脚していると考えられ

るため、法人税等は費用として理解されることとなる」（10）とされる。資本主理論では、純資

産は資本主の純財産を示すと考える。収益は資本主持分の増加を表し、費用は資本主持分の

減少を表す。利益はすべて資本主に帰属し、その純財産の増加を意味する。したがって、法

人税等は資本主との取引以外による資本主持分の減少であるから、費用である。

　どの会計主体論を採用するかによって、法人税等が費用であるのか利益処分項目であるの

かは異なることとなる（11）。かりに、そもそも所有と経営の分離している大企業については

必ずしも資本主理論は妥当ではないと考えられたとしても「会計主体論の中でも今日まで最

も重要なものとされてきた」（12）ともされる企業主体理論を採用すれば、いずれにしても基本
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的に法人税等は費用ととらえることができる。すなわち、企業主体理論では「債権者あるい

は資本主との取引以外による資産の増加および減少がそれぞれ収益および費用となり、その

差額が利益となるため、法人税は債権者あるいは資本主との取引以外による資産の減少であ

るから、費用であると解釈される」（13）とされる。法人税等は債権者あるいは資本主との取引

以外による、いわば国その他の公共団体との取引による資産の減少であるから、費用である。

　また、今日のわが国の会計制度において「税効果会計に係る会計基準」も、税効果会計の

目的につき「法人税等……の額を適切に期間配分することにより、法人税等を控除する前の

当期純利益と法人税等を合理的に対応させることを目的とする手続である」と定めており、

法人税等の額を適切に期間配分するという表現から、法人税等の性格を費用ととらえている

ものと考えられる。法人税等の性格を利益処分項目ととらえているなら、法人税等の期間配

分は必要ない。しかし「税効果会計が法人税の期間配分を行う会計処理方法である以上、そ

の前提として法人税を費用として認識することが必要である」（14）はずである。法人税等が費

用であるからこそ、それは発生主義の対象となり、期間配分を必要とする。期間配分するた

めには、法人税等を費用認識して損益計算に組み込まなければならない。「利益処分を前提と

すると、税の期間配分をする必然性はなくなる」（15）と考えられる。

　法人税は利益処分項目であるとする見解は妥当でない。たしかに、法人税は利益がなけれ

ば支払われない。したがって、株主に対する支払配当と同様に、国その他の公共団体に対す

る納税も、利益処分ととらえることができる。しかし、納税は支払配当と異なり株主総会の

意思ではなく、法的義務として履行を強制されるものである。法人税は「株主総会の意思に

よる利益処分に基づいて納税額が決定されるものでなく、税法に定められた納税義務に基づ

いて、税法の規定により強制力をともなって決定されるものである」（16）とされている。国税

通則法第15条第2項の規定により「事業年度（連結所得に対する法人税については、連結事

業年度）の終了の時」に法人税の納税義務は成立する。

　日本国憲法第30条は「国民は、法律の定めるところにより、納税の義務を負ふ」と規定する。

法律により法人格（権利能力）を認められた企業も人であるからこの納税の義務規定は、す

べての企業にも適用される。企業は、この納税の義務を履行することにより「国家によって

秩序的経済活動が保障され、国内産業政策のため保護育成される」（17）とされている。したがっ

て、法人税は企業が経済活動を行ううえで、コストとして費用認識されうる。租税は、租税

法に定める金額を超えて納付する必要はないが、租税法に定める金額を下回って納付しては

ならない。この意味で「企業経営における租税は社会的強制費用として位置づけられ、費用

コントロールの対象となる」（18）とされている。

　法人税等が費用であるならば、当然、他の費用と同様に統制可能費用としてコスト・コン

トロールの対象となる。税引後の経営純利益（net income after taxes）の極大化は、法人

税等の極小化によってもたらされる。したがって、企業は、税引後の経営純利益の極大化の
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実現を図るため、合法性の枠のなかで、タックス・コンプライアンスを徹底しながらでき

るだけ法人税等の負担を減少させるように行動することとなる。すなわち「租税節約（tax 

saving）を企業の経営計画に導入する」（19）必要があることは自明の理である。

Ⅲ．タックス・コンプライアンスの意義
　タックス・コンプライアンスは、租税法令遵守性を意味するものである。納税者は、租税

法令を遵守して正当な税額を納付しなければならない。租税法令とは租税法および租税法に

よって委任された政令および省令をさし、通達は租税法令に含まれない。「代表なければ課税

なし」と表現されるように、租税法は、国権の最高機関である国会でしか作れない。タック

ス・コンプライアンスは、企業経営におけるタックス・リスクを回避または軽減するための

前提として必要とされる。

　企業は租税法を含む法律を遵守して経営を行わなければ、存続することができない。ただ、

コンプライアンスには法律を遵守することのみならず倫理や道徳（モラル）をも遵守するこ

とを含むとする説もある。すなわち、コンプライアンスは「組織が法令の文言のみならず、

その精神まで遵守する」（20）取組みの総称とされる。企業、すなわち、法人には、自然人と同

様に、一般的なルール違反行為や反社会的行動は許されず、それはことさら強調されるまで

もない。「ビジネスの倫理というものが別にあるわけではない」（21）といわれているように、倫

理的・道徳的に行動することは、特別に企業に対してのみ要求されるわけではない至極当然

のこととして理解されることになる。企業は「ただ法令のみを遵守するだけではなく、企業

倫理を根底に置き、社会的な存在としての責任ある経営と行動、誠実かつ公正な経営が常に

求められているという認識に立脚して経営活動を行っていく必要がある」（22）といえる。

　コンプライアンス・マネジメントとは、かかる法律、倫理綱領、道徳（モラル）の遵守を

とおして広く社会規範を尊重して高度な企業倫理の確立と実践を基盤に企業使命を遂行する

経営を意味するが、このコンプライアンス・マネジメントの一つとしてタックス・コンプラ

イアンスを位置づけた文献として菅原教授の「タックス・コンプライアンス・リスクに対応

するクリエイティブ・タックス・マネジメント」がある。ここでは、タックス・コンプライ

アンスについては「会計倫理及び租税倫理を前提とするが、倫理そのものの問題ではなくむ

しろ法令遵守を如何に達成するかという問題領域を含む」（23）とされる。ここで倫理を前提と

しながらも法令のみ遵守すべきことを強調される理由とは一体何か。それは、租税は、法令

を根拠とする社会的強制費用であって、倫理や社会貢献を根拠とする慈善的任意寄附ではな

いからである。租税債務額の測定に関して、国家が倫理や道徳といった概念を持ち出すこと

により、法定された金額を超える負担を企業に求めることは許されない。税金は寄附金で

はないから、モラルの名のもとに多くを要求することは単なる偽善的な言葉にすぎない（24）。

納税者が、法律に定める金額にみたない税額を申告することは租税法違反になるが、法律に
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定める金額を超えて税額を申告する法的義務は一切存在しない。納税者は租税法に定められ

ていない租税の納税義務は一切負わない。タックス・コンプライアンスには「理念、条理、

倫理は含まれない」（25）とされる。したがって、タックス・コンプライアンスにおけるコンプ

ライアンスの意味は、基本的にリーガル・コンプライアンス（legal compliance）として理

解されなければならない（26）。リーガル・コンプライアンスとは「法令（法律、政令、条約、

府令、省令、規則、通達等）のみを守ること」（27）であるとされている。

　租税に関する法の存在形式には、憲法、法律、政令、省令、条例、規則、条約等がある。

ここで強調しなければならないことは、「通達」は法ではないということである。「通達」に

ついて、国家行政組織法第14条第2項は「各省大臣、各委員会及び各庁の長官は、その機関

の所掌事務について、命令又は示達をするため、所管の諸機関及び職員に対し、訓令又は通

達を発することができる」と規定する。現実の税務会計制度（tax accounting system）は

「租税法解釈、課税庁解釈による通達、通達に基づく行政、第2次権限としての更正又は決定、

納税者による不服審査制度など多くの複雑な租税要因現象を伴って実践されている」（28）とさ

れている。通達は「国税庁長官又は所管担当部長等が部内職員に対して租税法令の解釈適用

の指針を示したもの」（29）にすぎない。ゆえに「直ちに納税者を拘束するものとはならない」（30）

が、日々の租税行政は課税庁解釈による通達に依拠して行われているから、納税者としては

どうしてもそれを参照せざるをえないし、結果的にそれにしばられることになる。

　通達は、租税法の解釈について細かな基準を示す。たしかに、租税法令解釈について課税

庁が「通達」で明示することは、課税庁による解釈を一応示すものであり、ガイドの意味で

実務の面では有効であるといえる。ただ、理論の面では、たとえば、法律上の「不当に減少

させる」といった不確定概念を法令解釈通達で補完しようとすることになると、実質的に通

達課税を招来することになるから租税法律主義違反となり、わが国の憲法理念に反する結果

となる。「行政に立法権を与えるのと同じことになるから」（31）租税法律主義は通達課税を禁止

する。

　租税法律主義を基礎的前提（公準）として考えると、納税者が遵守すべきものは社会の良

識・慣行・ルールでもなく、通達でもなく、租税に関する法律のみである。課税の根拠とし

て誤認されがちな、理念、条理、倫理、課税庁解釈等の存在形式は法律として具体化されて

はじめて納税者を拘束する。脱税が許されないのは、理念、条理、倫理に反するからではな

く、仮装・隠蔽による、いわゆる所得隠しが租税法に違反するからである。

　企業は、法律の定めるところにより、納税の義務を負う（32）。わが国の憲法は、新たな課

税や現行課税の変更については、法律または法律の定める条件によることを必要とする（憲

84条）。その趣旨は、主権者である国民の租税負担については、国民自身の代表者である国

会の意思によって決定しなければならないという点にある。日本国憲法は、法律にもとづい

て納税の義務を課すという意味でタックス・コンプライアンスを前提とする。所得を課税物
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件とする法人税と所得税は申告納税方式を採用するから、納税者のタックス・コンプライア

ンスをそもそもの前提としているといえる。

　狭義のタックス・コンプライアンスは納税者の租税法令遵守性のみを意味するものである

が、広義には租税法令が納税者を拘束するように同時に課税庁をも拘束するものとしてとら

えなければならず、さらに裁判所による違憲立法審査によって遵守すべき法律としての租税

法令の合憲性が常に審査されていなければならない。タックス・コンプライアンスは、租税

法令を中心として納税者、課税庁、裁判所が相互に作用しあいながら、公正な税務会計制度

を形成しようとする過程を通じて成立する概念としてとらえる必要がある。日本国憲法は「あ

らたに租税を課し、又は現行の租税を変更するには、法律又は法律の定める条件によること

を必要とする」（憲84条）と規定して、租税法律主義を宣明する。納税者、課税庁、裁判所の

三者が租税法令を遵守することによってはじめて租税法律主義は意味あるものとなる。

　実質にもとづく真実公正な課税所得概念によるタックス・コンプライアンスは、税務会計

公準として設定される、課税の公平性を基盤にして税制の信頼性のなかから培われるもので

ある。不公平税制のもとでタックス・コンプライアンス意識の向上がもたらされる道理はな

い。不公平税制にもとづくタックス・コンプライアンス意識の低下は、納税者の脱税行為と

なって表面化する。租税が公平に課されることによってはじめて納税者は租税法を遵守しよ

うとする意識がはたらく。租税が不公平に課されれば納税者は租税法を遵守しようとする意

識が希薄化し、税制全体が崩壊することにつながる。この課税の公平性が維持されるように、

租税法律主義が貫徹される必要がある。

　国家は、国民の「財産権は、これを侵してはならない」（憲29条1項）が、法律により公共

の福祉を理由に侵害することは許容される。憲法は基本的に、租税法を財産権への侵害法と

位置づけているから、ことさら法律によることを強調しそれが租税法律主義という租税理念

を形成し、税務会計公準として設定されるに至る。

Ⅳ．同族会社の行為・計算の否認規定廃止の正当性
　わが国の税務会計制度の基本である申告納税制度のもとでは、課税要件のすべてが法に

よって定められ、かつ明確に規定されていることが租税法律主義から前提とされている。こ

の税務会計公準として設定される租税法律主義から、同族会社の行為・計算の否認規定はそ

の存在自体を否定される（33）。この規定は「不当に減少させる」という不確定概念を使用し

ている。この条文を第一次的に解釈する企業側にとっては「不当性」の認められる具体的態

様が不明であり、あくまで節税を意識してとった行為が「不当性」の名のもとに否定される

ことになる。そして、租税回避行為の否認を錦の御旗として、その「不当性」の存否は税務

署長（課税庁）が決定する。

　申告納税制度を前提とするわが国の税務会計制度において租税法の第一次的解釈権は納税
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者（企業）にある。課税要件が不明確な規定は、不確定概念によってその中身が骨抜きとなっ

ているから、いかなる課税が行われるのか予測不可能であるという意味で、納税者の予測可

能性を剥奪するものである。この予測可能性の保障の機能を有する租税理念として租税法律

主義が位置づけられる。タックス・コンプライアンスの徹底が図られるためには租税法律主

義が税務会計公準として設定される必要がある。

　条文に不確定概念が使用されると、タックス・コンプライアンスを志向する納税者であっ

ても、規定が不明確であるがゆえに、かりに課税庁と解釈が一致せず、その解釈をめぐる租

税争訟において納税者敗訴となってしまった場合には、結果的に不本意ながらコンプライア

ンス違反というそしりをまぬがれないことになってしまう。このような事態を回避するため

にも、租税法を遵守するためには、遵守するべき租税法の規定が明確になっていなければな

らない。

　「タックス・コンプライアンスの形成は、予測可能なタックス・リスクを減少させること

にあるから、中立で明確な租税法規とその正当な解釈を逸脱しない課税庁の恣意性排除こそ

重要な論点となる」（34）とされる。租税法の遵守は、なにも納税者にのみ求められているわけ

ではない。課税庁も租税法に覊束されている。税務会計公準として設定される課税の公平性

と租税法律主義から税務会計原則として恣意性排除の原則が導き出される。恣意性排除の原

則は課税所得の認識・測定にあたって納税者および課税庁の恣意性を排除することを要請す

る。同族会社の行為・計算の否認規定における「不当に減少させる」という不確定概念の存

在は、課税庁の「恣意性が入り込みやすい領域を形成」（35）し、予測不可能な不意打課税とい

うタックス・リスクの増大をもたらす温床となる。

　条文に確定概念が使用されることによって課税要件は明確化する。したがって「不確定概

念は早急に確定概念に置き換えなければならず、法人及び課税庁双方が同じ解釈になる確定

概念をもって法条文化する必要がある」（36）とされている。確定概念をもって課税要件が明確

化された法条文によりはじめて課税庁および納税者の恣意性は排除されることになる。この

中立で明確な租税法規に従えば、おのずと納税者の租税債務額と課税庁の租税債権額は金額

的に一致する。この一致点こそが、タックス・コンプライアンスによってもたらされる真実

かつ公正（true and fair）な課税所得である。

おわりに
　同族会社の行為・計算の否認規定は「不当に減少させる」という不確定概念を使用してい

る。この規定を第一次的に解釈する企業からは、課税庁の恣意性のもとにその可否が判断さ

れる「不当性」の認められる具体的態様を想定することは困難を極める。会計上、法人税は

費用であると解されるから、企業は、税引後の経営純利益の極大化の実現を図るため、合法

性の枠のなかで、タックス・コンプライアンスを徹底しながらできるだけ法人税の負担を減
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少させるように節税行為を模索することとなる。いわずもがな「租税収入の目標額を中心と

して租税法規の適用が斟酌されるようなことは絶対に許されない」（37）が、徴収税額の極大化

を志向する課税庁は、企業の節税行為を租税回避行為であるとみて、その否認の根拠として

同族会社の行為・計算の否認規定を適用する。この不意打課税をもって納税者の予測可能性

の剥奪を指摘することができる。

　租税回避と節税の境界、租税回避と脱税の境界はあいまいであり「これまでにあまたの碩

学が、何らかの基準でこれらの間に境界線を引こうと努めてきた」（38）とされているが、租税

回避と節税の間に境界線を引くことができない以上「租税回避」は虚構概念であるといわな

ければならない。租税が回避されない形式への「置き換え」または「引き直し」による事実

推定は課税庁の独擅場である。「租税回避」という語感のもつネガティブな観念が裁判所裁判

官の価値判断に作用し、結果的に誤判につながっていくことは不可避である。

　タックス・コンプライアンスが徹底されるためには、確定概念をもって課税要件が明確化

された法条文が是非とも必要とされ、明確化された法条文を前提に、納税者のタックス・コ

ンプライアンスと課税庁のタックス・コンプライアンスの両者のコンプライアンスが必要と

なる。さらに、裁判所のタックス・コンプライアンスが正常に作用しないと、納税者の自発

的タックス・コンプライアンスは極度に低下する。

　同族会社の行為・計算の否認規定は課税要件の明確化を要請する課税要件明確主義、すな

わち、課税要件法定主義に反するから廃止しなければならない。法人税の負担を「不当に減

少させる」結果となると認められる具体的態様を明らかにした個別要件規定の束によって納

税者の予測可能性が保障され、もってタックス・コンプライアンスはより高次元で達成され

ることになる。
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タックス・コンプライアンスを阻害する同族会社の行為・計算の否認規定の問題点

Problems of CORPORATION TAX ACT Article 
132 (Disallowance of manipulated transaction or 

computation by family corporation, etc.)
inhibiting tax compliance

SAITO, Shigeru

Abstract
　Since problems of CORPORATION TAX ACT Article 132 is contrary to principle of 

no taxation without law, you have to abolish it. To reveal the specific embodiments that 

are recognized as results to reduce unduly the burden of the corporate tax. A taxpayer's 

prediction possibility is secured by the bunch of individual requirement regulation. 

Thereby, tax compliance will be achieved at higher level.

Key Words:	� tax avoidance, unjustified decrease, theory of tax accounting, principle of no 

taxation without law, tax compliance


